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第１章 地域の概要 
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１．自然環境 

 １）地理的・地形的特性 

本町は、図１－１に示すとおり、岩手県（以下「本県」という。）の西部に位

置します。 

本町は奥羽山脈の山岳地帯に広がる地域で、北には国の自然環境保全地域とし

て指定されている和賀岳、南には栗駒国定公園内に南本内岳がそびえ、錦秋湖周

辺は湯田温泉峡県立自然公園に指定されるなど、豊かな自然に囲まれています。 

また、和賀川が南北に貫き、それにつながる多くの川や沢があり、豊富な水資

源に恵まれた地域でもあります。 

西は秋田県、北は雫石町、東は花巻市、北上市、南は奥州市と接しており、東

西約２０km、南北約５０km の広がりを持ち、総面積は５９０．７４㎢となって

います。地目別の面積でみると山林が大部分を占め、比率では８９．0％となっ

ています。 

図１－１ 西和賀町の位置図 
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２．社会環境 

 １）人口及び世帯数の状況 

   本町における過去１０年間の人口及び世帯数の推移は、図１－２に示すとおり

です。 

   本町の人口は、令和４年度末において４，９６１人となっており、平成２５年

度から令和４年度の人口増加率は－２２．０％となっています。 

世帯数は、令和４年度末において２，２２３世帯となっており、平成２５年度

から令和４年度の世帯数増加率は－７．２％となっています。 

   １世帯当たりの人口については、平成２５年度末の２．６５人から、令和４年

度末には２．２３人と減少傾向にあります。 

 

図１－２ 人口と世帯数の推移 
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 ２）産業と地域経済 

  本町の産業３分類別就業者の推移を図１－３に、令和２年度の産業別就業人口の

比率を図１－４に、総生産額の推移を図１－５に示します。 

  令和２年の産業別就業人口は、第 1 次産業が５２４人、第 2 次産業が５８５人、

第 3 次産業が１，５４４人と計画策定時に参考とした平成２７年に比べて各産業と

も減少傾向は進み、就業者が大幅に減少しています。 

  また、令和元年度の本町の産業別の総生産額は、第 1 次産業が９億８５００万円、

第 2 次産業が４２億２0００万円、第 3 次産業が１３９億７３００万円となってお

り、計画策定時に参考とした平成２７年に比べ、増減率でみると第 1 次産業は６.0％

の微増、第２次産業は△８.５％の減少、第３次産業は△４.６％と若干減少していま

す。 

 

図１－３ 産業 3 分類別就業者構成比（令和２年） 

第１次産業 第２次産業 第３次産業

第１次産業

524人（19.8％）

第２次産業

585人（22.0％）

第３次産業

1,544人（58.2％）

（資料：第２次西和賀町総合計画 後期基本計画） 
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図１－４ 産業３分類別就業者の推移 
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図１－５ 西和賀町総生産額の推移
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 ３）土地利用の状況 

   本町における土地利用の状況は図１－６に示すとおりであり、過去５年間にお

いては大きな変動はない状況です。 

（単位：ha）

     年度
項目

平成30年 令和元年 令和2年 令和３年 令和4年

農   地 2,343 2,340 2,338 2,327 2,314

宅   地 244 244 244 244 244

山林・原野 52,542 52,557 52,556 52,568 52,596

そ の 他 3,945 3,933 3,936 3,935 3,920

総   数 59,074 59,074 59,074 59,074 59,074
 

図１－６ 土地利用の状況 

（資料：西和賀町の統計） 
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第２章 計画見直しの趣旨 
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１． 計画見直しの背景と目的 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第６条第１項の規定として、市町村は当

該地域の一般廃棄物の処理に関する計画を定めなければならないとされています。

また、一般廃棄物処理機（ごみ）基本計画は、西和賀町が長期的・総合的視野に立

ち、計画的にごみ処理を推進していくために策定するもので、概ね５年ごとに見直

しするほか、計画の前提となる法律や諸条件、社会情勢に大きな変動があった場合

は見直すことが適切であるとされています。 

西和賀町では、平成 19 年 3 月に『西和賀町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画を

策定し、平成 31 年３月に平成 31 年度から令和１０年度までの１０年間を基本計

画期間として改定を行いました。 

国において、『環境基本法』や『循環型社会形成推進基本法』の策定をはじめ、『廃

棄物の処理及び清掃に関する法律』や資源の有効利用促進に関する各種法令の整備

を行い、３R※1（リデュース、リユース、リサイクル）の推進による循環型社会の

構築を目指しています。 

 こうした国の動向におけるごみ処理の現状や新たな課題などを踏まえ、今回の中

間見直しでは、これまでの現状と課題の整理を行うとともに、ごみ減量及び資源化

の推進による循環型社会形成を図るものとします。 

 ※１ 『３R』とは・・・ 

 Reduce（リデュース）製品をつくる時に使う資源の量を少なくすること 

 Reuse（リユース）使用済製品やその部品を繰り返し使用すること 

 Recycle（リサイクル）廃棄物等を原材料やエネルギー源として有効利用すること 

 

２．社会情勢と本町のこれまでの取り組み 

１）社会情勢と国の取り組み 

  近年の科学技術や経済社会の大きな発展により、私たちの暮らしは豊かになりま

した。一方で、ダイオキシン類などの化学物質による環境汚染や地球温暖化など、

身近なものから地球全体規模のものまで、さまざまな環境問題が発生しています。 

こうした環境問題を解消していくために、これまでの大量生産・大量消費・大量

廃棄型の社会システムを見直し、持続可能な資源循環型の地域社会を構築していく

必要性が叫ばれてきました。 

国では、平成３０年６月に「第四次循環型社会形成推進基本計画」が策定された

ほか、令和元年５月に「プラスチック資源循環戦略」が策定され、岩手県において
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も令和３年３月に「第三次岩手県循環型社会形成推進計画（第五次岩手県廃棄物処

理計画）」を策定し、ライフサイクル全体での資源循環の推進等を行うこととして

います。 

 

２）西和賀町の取り組み 

  このような状況の中、旧湯田町と旧沢内村の合併により平成１７年１１月に誕生

した西和賀町では、旧町村の計画を統合する形をベースとした「西和賀町一般廃棄

物（ごみ）処理基本計画」を平成１９年３月に策定し、ごみの減量と分別排出の徹

底、ごみの屋外焼却禁止などの取り組みを進めてきました。 

  また、白色トレーをはじめとしたプラスチック製容器包装の分別収集・リサイク

ルを推進したほか、分別収集品目の順次追加と質の向上を図り、リサイクル率向上

に取り組んできました。 

  ごみの広域処理では、平成２７年度から本町は、北上市、花巻市、遠野市ととも

に、岩手中部広域行政組合として、燃えるごみの広域処理を始めています。 

  また、令和 5 年度からは、西和賀町最終処分場の残余容量が少なくなったことか

ら、民間処理委託を開始し、非常時に備えた、残余容量の確保を行っています。 

 

３．基本計画の位置づけ 

  この計画は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第６条第１項の規定に基づき、

本町の一般廃棄物処理についての指針として策定しています。 

「西和賀町総合計画」や各種施策との整合性を図りながら、岩手県環境基本計画、

岩手県循環型社会形成推進計画など上位計画を踏まえ、地域的な特性に配慮し、時

代の要求に適合した資源循環型社会構築の推進を図るための計画とします。 

  なお、廃棄物に関連する法令の体系は図２－１、上位計画の状況は表２－１のと

おりです。 
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食品ロスの削減の推進に関す

る法律

（食品ロス削減推進法）

プラスチックに係る資源循環

の促進等に関する法律

【基本理念】

①　循環型社会の形成

　（第３条）

②　適正な役割分担等

　（第４条）

③　原材料、製品等が廃棄物

となることの抑制（第５条）

④　資源の循環的な利用及び

処分（第６条）
容器包装に係る分別収集及び

再商品化の促進等に関する法

律

（容器包装リサイクル法）

下水道法

騒音規正法

大気汚染防止法

水質汚濁防止法

土壌汚染対策法

環境基本法

循環型社会形成推進基本法

悪臭防止法

振動規制法

【基本理念】

①　環境の恵沢の教授と継承

等（第３条）

②　環境への負荷の少ない持

続的発展が可能な社会への構

築等（第４条）

③　国際的強調による地球環

境保全の積極的推進（第５

条）

食品循環資源の再生利用等の

促進に関する法律

（食品リサイクル法

使用済自動車の再資源化等に

関する法律

（自動車リサイクル法）

使用済小型電子機器等の再資

源化の促進に関する法律

（小型家電リサイクル法）

特定家庭用機器再商品化法

（家電リサイクル法）

建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律

（建設リサイクル法）

環境物品調達促進法

（グリーン購入法）

資源の有効な利用の促進に関

する法律
一般廃棄物処理実施計画

一般廃棄物処理基本計画

一般廃棄物処理計画

廃棄物の処理及び清掃に

関する法律

（廃棄物処理法）

オゾン層保護法

地球温暖化対策法

ダイオキシン類対策特別措置法

その他

図２－１ 一般廃棄物に関する法律の体系 
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表２－１ 上位計画の状況 

主体 上位計画 策定年 

国 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るための基本的な方針 平成２２年 

岩手県 

岩手県環境基本計画 平成２３年 

岩手県ごみ処理広域化計画 平成１１年 

岩手県循環型社会形成推進計画 平成２３年 

西和賀町 第２次西和賀町総合計画 平成３０年 

 

４．計画の期間 

  この計画は令和元年度を初年度とし、１０年後の令和 1０年度を目標年度とした

１０年間の計画とし、５年後の令和５年度を中間目標年度として、計画の見直しを

行います。 

  また、計画の前提となる法律や諸条件、社会情勢に大きな変動があった場合は計

画を見直すものとします。 

 

          
初年度 

令和元年度 

中間目標年度 

令和５年度 

計画目標年度 

令和 10 年度 
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第３章 ごみ処理の現状と課題 
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１．ごみ処理の状況 

１）ごみ処理体系の状況 

   本町におけるごみ処理の現況フロー図を、図３－１に示します。 

ごみ発生量 （単位:ｔ）

1564

ごみ排出量 集団回収
1531 33

家庭系 事業系
1002 529

収集（委託） 直接搬入 収集（許可）
975 27 529

可燃ごみ 粗大ごみ 不燃ごみ 資源ごみ
1276 16 39 173

可燃物     不燃物

岩手中部
クリーンセンター

1296 主灰の一部

飛灰・主灰の一部
最終処分場

109 312
再資源化業者

図３－１ ごみ処理の現況フロー（令和４年度実績） 

  

２）ごみ処理体制の状況 

  本町から発生したごみは、委託業者及び許可業者による収集運搬、あるいは自己

搬入により、可燃ごみは岩手中部クリーンセンターに搬入して焼却、不燃・資源ご

みは中間処理施設に搬入します。 

  不燃・資源ごみは、資源選別、破砕、圧縮等の中間処理を行い、資源ごみは民間

業者による再利用・再資源化を図り、不燃ごみは令和 5 年度から民間の最終処分場

で埋立て処分を行っています。 
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３）排出抑制・資源化の取り組みの状況 

 ①啓発事業 

  西和賀町ホームページ、町広報紙（広報にしわが）、告知放送（ひかり放送）、

チラシ配布による情報発信や啓発を進めています。 

 ②ごみの分別講習会の実施 

  町教育委員会による生涯学習まちづくり出前講座と連携し、ごみ減量や分別講習

などの環境学習会を開催しています。 

 ③資源集団回収事業 

  資源ごみの集団回収運動を推進し、住民の資源化意識の高揚を図るため、集団回

収を行う子ども会、ＰＴＡ団体、女性団体等に対し、資源ごみの回収量に応じて奨

励金を交付しています。 
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２．ごみ排出量の実績 

 １）ごみ排出量の状況 

  本町における過去５年間のごみ排出量の実績は、表３－１～３－３及び図３－２

～３－４に示すとおりです。 

  本町から排出されるごみは、過去 5 年の推移をみると減少傾向が続いています。

これは人口の減少にともなうものと考えられます。また令和４年度は、ごみ総量の

うち、生活系ごみが６５．４％、事業系ごみが３４．６％となっています。 

  一方、年間ごみ排出量を人口で割って算出する一人一日当たりのごみ排出量をみ

ると、令和４年度において８４４ｇ／人・日と、全国平均（８８０g）及び岩手県

平均（９０１ｇ）よりも低い状況になっています。平成３０年度に比べると、令和

４年度は微増となっているものの、国・県平均に比べ、全体的に抑えられていると

考えられますが、一層のごみ排出量の減量化を図る必要があります。 
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表３－１ 年間ごみ排出量の実績 

　　　　　（単位：ｔ）

　　　年度
項目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

可燃ごみ 1,404 1,386 1,330 1,314 1,296

不燃ごみ 47 40 51 55 46

資源ごみ 196 181 175 176 173

粗大ごみ 12 14 17 9 16

集団回収量 48 40 41 31 33

合計 1,707 1,661 1,614 1,585 1,564
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図３－２ 年間ごみ排出量の実績 
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表３－２ 生活系・事業系ごみ排出量の実績 

     （単位:ｔ）
　　　　年度
項目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

生活系ごみ 1,068 1,026 1,037 1,014 1,002

事業系ごみ 591 595 536 540 529

集団回収量 48 40 41 31 33

合計 1,707 1,661 1,614 1,585 1,564
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図３－３ 生活系・事業系ごみ排出量の実績 
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表３－３ 国・県・西和賀町の一人一日当たりごみ排出量の実績

     （単位:ｇ）
   年度
項目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

全国平均 919 918 901 890 880

県平均 930 927 908 908 901

西和賀町 818 815 821 824 844
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図３－４ 国・県・西和賀町の一人一日当たりごみ排出量の推移 
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２）ごみ発生量の状況 

  ごみ発生量は、ごみ排出量に減量化・資源化施策による排出抑制量を加えて算出

されます。本町の現状では、年間排出抑制量として数値を把握しているのは子ども

会、ＰＴＡ団体、女性団体等資源回収団体による集団回収量のみです。 

  本町における過去５年のごみ発生量の実績は、表３－４及び図３－５に示すとお

りです。ごみ発生量は、令和４年度において年間１，５３１ｔであり、排出量に対

する集団回収量の割合（減量化率）は２.２％となっています。 

 

 

 

表３－４ ごみ発生量の実績 

     （単位:ｔ）
           年度
  項目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

排出量 1,659 1,621 1,573 1,554 1,531

集団回収量 48 40 41 31 33

ごみ総排出量 1,707 1,661 1,614 1,585 1,564

減量化率 2.9% 2.5% 2.6% 2.0% 2.2%
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図３－５ ごみ発生量の推移 

◎減量化率（％） ＝ 排出抑制量（集団回収量） 

            ÷ごみ総排出量（ごみ排出量＋集団回収量） 
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３）資源化量の状況 

  本町における過去５年間の資源化量の実績を、表３－５及び図３－６に示します。 

  資源化量は、資源ごみとして直接回収する直接資源化量に、集団回収量を加えて

算出されます。なお、本町では、資源ごみは財団法人日本容器包装リサイクル協会

による再商品化ルートのほか、品目によっては自主ルートとして中間処理業者に処

理を委託しています。資源化量は令和４年度において年間２０６ｔであり、ごみ発

生量に占める資源化量の割合である資源化率は１３．２％となっています。 

 

    

 

表３－５ 資源化量及び資源化率の実績 

     （単位:ｔ）

        年度
 項目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

直接資源化量 196 181 175 176 173

集団回収量 48 40 41 31 33

合 計 244 221 216 207 206

ごみ総排出量 1,707 1,661 1,614 1,585 1,564

資源化率 14.3% 13.3% 13.4% 13.1% 13.2%
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図３－６ 資源化量及び資源化率の推移 

◎資源化率（％） ＝ 資源化量（直接資源化量＋集団回収量） 

÷ ごみ総排出量（ごみ排出量＋集団回収量） 
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４）最終処分量の状況 

  本町における過去５年の最終処分量の実績は、表３－６及び図３－７に示すとお

りです。最終処分量は、不燃ごみの直接埋立て量に、粗大ごみ等の破砕残さ、焼却

残さ量を加えたものとなります。本町の最終処分量は、令和４年度において年間１

０９ｔであり、直接埋立量と焼却残さ量の割合はそれぞれ５５．９％、４４．１％

となっています。また、ごみ発生量に対する最終処分量の割合である最終処分率は

７．０％となっています。 

   

    

 

表３－６ 最終処分量および最終処分率の実績 

     （単位:ｔ）
        年度
 項目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

直接埋立・
不燃残さ埋立量

57 54 69 64 61

焼却残さ量 55 24 41 54 48

合 計 112 78 110 118 109

ごみ総排出量 1,707 1,661 1,614 1,585 1,564

最終処分率 6.6% 4.7% 6.8% 7.4% 7.0%
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図３－７ 最終処分量及び最終処分率の推移 

◎最終処分率（％） ＝ 全埋立処分量（直接埋立量＋残さ量） 

            ÷ ごみ総排出量（ごみ排出量＋集団回収量） 
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３．計画の指標と達成状況 

 １）中間目標年度までの目標達成状況 

  この計画における指標の目標と、それぞれの指標ごとの最新の実績値（令和４年

度実績）の状況を表３－７に示します。 

表３－７ 数値目標の達成状況 

計画初年度実績値 最新実績値 中間年度目標 当初計画最終年度目標

令和元年度 令和４年度 令和５年度 令和10年度

減 量 化 率 ２.５％ ２.２％ ２.１％ ３.０％

資 源 化 率 １３.３％ １３.２％ １３.１％ １３.５％

最終処分率 ４.７％ ７.０％ ７.０％ ６.８％

集 団 回 収 １９.６ｇ/人・日 １７.８ｇ/人・日 １８.４ｇ/人・日 ２２.０ｇ/人・日

事業系ごみ ５９５ｔ ５２９ｔ ５２４ｔ ５３２ｔ

８１５ｇ ８４４ｇ ８３６ｇ ７１０ｇ

        年 度
 項 目

指
 
標

一日一人当たりごみ排出量

 

 ２）目標の達成状況 

  計画年度の目標を達成しているのは事業系ごみの排出量のみとなっています。小

規模事業所の減少が要因と考えられます。 

  減量化率・資源化率は計画年度の実績から微減となっています。資源回収団体に

よる集団回収量が減少傾向にあることと、家庭系ごみの排出量の減少が鈍化傾向に

あるため、相対的に減少しているものと考えられます。 

  各種取り組みを経た一人一日当たりごみ排出量は、計画年度から継続して、全国

平均・県平均を下回って推移しているものの、生ごみの自家処理量等の減少により

一般ごみとして収集される量が増加した事が理由として考えられます。 

   

４．ごみ処理の課題 

 １）住民の資源循環意識の啓発 

  近年はリサイクル率がわずかながら低下傾向にあります。このため実際に廃棄物

を排出する側への意識啓発が重要な課題であると考えられます。ごみの減量やリサ

イクルについての「資源循環」意識の啓発は、本町の将来を担う子どもたちから高

齢者まで全ての世代で、幅広い取り組みが必要です。 



26  

  一方で、町内には個人経営や家族経営など小規模事業所も多く、生活系ごみに事

業系ごみが混入している可能性もあることから、事業者に対する意識啓発も平行し

て進める必要があります。 

  

２）分別区分・排出方法の見直し 

  「混ぜればごみ、分ければ資源」をキーワードに据え、資源循環型社会の実現に

はごみの正しい分け方・出し方を徹底しなければなりません。 

  本町では資源ごみとして、紙類、プラスチック容器包装類、缶類、ペットボトル、

ガラスびんの分別収集を実施していますが、実際の収集現場では可燃ごみや不燃ご

みへの混入も相当量みられることから、資源ごみのさらなる分別を徹底する必要が

あります。 

 

 ３）リサイクル率の向上 

  各種資源ごみの分別収集を推進した結果、令和４年度の本町のリサイクル率は 

２０．０％と、岩手県（１６．８％）及び全国の平均（１９．６％）を上回ってい

ます。しかし資源循環型社会の確立を目指す観点から、更なるリサイクル率の向上

が必要です。 

 

表３－８ リサイクル率の状況 

集団回収量
中間処理後資

源化量
直接資源化量

ｔ／年 ｔ／年 ｔ／年 ｔ／年 ｔ／年

令和4年度 312 33 106 173 1,564 20.0% 16.8% 19.6%

西和賀町の実績 リサイクル率
総資源化量

総ごみ量
リサイクル率

県平均
（令和４年度）

全国平均
(令和４年度)

 

 ４）ごみ処理の有料化について 

  近年、本町の総ごみ量は若干減少傾向にありますが、生活系ごみの一人一日当た

りの発生量は微増傾向が続いています。国は、平成１７年５月に「一般廃棄物の有

料化を推進すべきである」との方針を示し、全国的にごみ処理の有料化を進める自

治体が増えています。 

  本町では従来から事業系ごみは有料としていますが、平成２７年度から岩手中部

広域行政組合の焼却施設が稼動したことにともない、岩手中部クリーンセンターへ
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の直接搬入する生活系ごみの有料化も始めています。 

  今後は、収集される生活系ごみの有料化が課題となっています。 

 

 ５）ごみ処理の広域化への対応 

  花巻市、北上市、遠野市と合同で岩手中部広域行政組合を設立し、広域での焼却

処理施設として岩手中部クリーンセンター及び遠野中継センターを整備し、広域処

理を始めています。 

  現在、不燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみの処理施設整備については、花巻市・北上

市と連携し、広域処分の検討をしています。 
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第４章 ごみ処理基本計画 
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１．基本計画の考え方と目標 

 １）基本的な考え方 

  ごみ処理における本町の状況は、平成２７年１０月から岩手中部広域行政組合の

「岩手中部クリーンセンター」稼動にともない、北上市、花巻市、遠野市と本町の

４市町での可燃ごみの広域処理が始まりました。今後は不燃ごみ、粗大ごみ、資源

ごみの広域処理へ向け、足並みを揃えて準備を進めています。 

  ごみの広域処理は、人口減少と超高齢化社会が進行している昨今において、効率

的・経済的視点から、総合的には有効であるものの、町外での処理となることから

部分的視点では輸送コストの上昇も想定されます。このため、従来の大量生産・大

量消費・大量廃棄の生活様式を改め、住民一人ひとりのごみに対する意識改革を徹

底し、環境負荷の少ない「資源循環型社会」の形成を目指し一層のごみ減量、資源

化向上を、先んじて進めていく必要があります。 

  この計画は、今後、本町が資源循環型社会確立を目指した取り組みを進めるため

の基本的な方向を示し、住民、事業者、町の三者に共通した目標や指針とします。 

 

 ２）基本方針 

  基本目標を達成するために、次の３方針を柱とし、資源循環型社会の実現を目指

します。 

 

 基本方針１  量を減らそう 

  ごみの発生や排出を抑制するためには、ごみを排出する側である町民や事業者が

それぞれの立場で、廃棄物に対する理解を含め、ごみの排出抑制の必要性を認識す

ることが大切です。 

「３Ｒ」（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再生利用）

を重視した生活・事業様式への転換を目指し、町民と事業者、町の三者が協働して

それぞれの役割に取り組み、ごみになるものの削減を目指します。 

 

 基本方針２  正しく出そう 

  ごみの処理を適正に行うことで、環境への負荷を軽減することができます。ごみ

の分別排出のルール徹底を周知するとともに、処理体制の効率化と利便性向上を目

指します。 
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 基本方針３  リサイクルを進めよう 

  質の高い資源の循環利用を効率的に進めるためには、排出源での分別が重要です。

限りある資源を有効に使うために、住民、事業者、町の協働で資源化への意識を高

める啓発やＰＲを行い、リサイクルの更なる推進を図り、資源循環型社会の確立を

目指します。 

 

 ３）基本目標 

  本計画の中間見直しにより、直近の令和４年度実績を基に、当初計画最終年度の

目標設定を修正し、住民の過度な負担がなく、ごみ排出量の減量を目指せるように、

再設定しました。 

 ①町民一人一日当たりのごみ排出量（発生抑制） 

  町内で排出されるごみ（収集量・直接搬入量・集団回収量を含む）の年間排出量

を、町民一人一日当たりに換算した量を、発生抑制の目標指標とします。 

  なお、この指標は生活系ごみだけでなく事業系ごみや集団回収によって資源化さ

れている量も含み、ごみの種別に関わらない全体のごみの量の削減目標です。 

＜排出抑制の数値目標＞ 

指 標 
令和１０年度（最終年度） 

目 標 

当初計画最終年度 

目 標 

一人一日当たりごみ排出量（ｇ） 

（令和４年度実績 ８４４ｇ） 

７９５ｇ 

（約６％削減） 
７１０ｇ 

 リサイクルする・しないにかかわらず一般廃棄物の発生抑制の進展度合いを総合的に示す指

標です。令和５年度から毎年、前年度の約１％程度削減することを目標とします。 

 ②事業系ごみ排出量 

  事業所が排出する一般廃棄物の年間排出量を目標指標とします。 

＜排出抑制の数値目標＞ 

指 標 
令和１０年度（最終年度） 

目 標 

当初計画最終年度 

目 標 

事業系ごみ排出量（ｔ／年） 

（令和４年度実績 ５２９ｔ） 

４９８ｔ 

（約６％削減） 
５３２ｔ 

 事業所から排出される廃棄物は、排出する事業者の責任において適正に処理する必要があり

ます。生活系ごみと同様に、全体の削減をするとともに資源ごみの分別排出を徹底するなど自

ら資源化の推進を図り、令和５年度から毎年、約１％程度削減することを目標とします。 
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 ③リサイクル率（資源循環利用） 

  町民が分別排出する資源物の量（収集量＋集団回収量）に加え、中間処理施設で

の処理後に再資源化される不燃残さや焼却灰も含めた総資源化量の、年間排出量に

対する割合を、資源循環利用の目標指標とします。 

＜資源循環利用の数値目標＞ 

指 標 
令和１０年度（最終年度） 

目 標 

当初計画最終年度 

目 標 

リサイクル率（％） 

（令和４年度実績 ２０．０％） 

２０．６％ 

（約０.６％向上） 
２６．６％ 

 リサイクル率が下降傾向にあることから、可燃ごみ不燃ごみに含まれるプラスチック類につ

いて資源化を進めるとともに、集団回収への働きかけなどにより、令和５年度から毎年、約０．

１％ずつ推進することを目標とします。 

 

 ④最終処分量（最終処分の数値目標） 

  燃えないごみ・粗大ごみの破砕処理後の不燃性残さの年間処理量を目標指標とし

ます。 

＜最終処分の数値目標＞ 

指 標 
令和１０年度（最終年度） 

目 標 

当初計画最終年度 

目 標 

最終処分量（ｔ） 

（令和４年度実績 １０９ｔ） 

１０３ｔ 

（約６％削減） 
９０ｔ 

 令和５年度から毎年、前年度の約１％ずつ削減することを目標とします。 

 

 ⑤目標達成するためのごみ排出量 

  令和 4 年度実績を踏まえると、当初計画最終年度目標との乖離が著しいことから、

これまでの実態を考慮して、最終年度（令和１０年度）の目標を再設定しました。 

①～④の目標を達成した場合の『生活系・事業系収集ごみ排出量の見込み』を表

４－１に、『一人一日当たりごみ排出量の見込み』を図４－１に示します。 
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表４－１ 目標達成するための生活系・事業系収集ごみ排出量の見込み 

直近実績 目 標

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

5,568 5,384 5,267 5,078 4,894 4,832 4,771 4,711 4,652 4,593

可燃ごみ 791 794 774 767 745 724 702 682 662 642

不燃ごみ 40 51 55 46 45 43 42 41 40 38

資源ごみ 181 175 176 173 168 163 158 154 149 145

粗大ごみ 14 17 9 16 16 15 15 14 14 13

595 536 540 529 524 518 513 508 503 498

1,621 1,573 1,554 1,531 1,497 1,464 1,431 1,399 1,367 1,337

40 41 31 33 33 40 40 40 40 40

1,661 1,614 1,585 1,564 1,530 1,504 1,471 1,439 1,407 1,377

815 821 824 844 836 828 819 811 803 795

21.2 20.3 20.6 20.0 20.1 20.2 20.3 20.4 20.5 20.6

78 110 118 109 108 107 106 105 104 103

※人口はR５までは実数、R6からは「西和賀町人口ビジョン」の減少率を参考とし、試算しました。
※一人一日当たりごみ排出量、リサイクル率、最終処分量については、R4直近実績から試算したもので、人口は考慮しており
ません。
※四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。

最終処分量（ｔ）

年度

人口（人）
※R6からは推計

生
活
系
ご
み

（ｔ）

事業系ごみ（ｔ）

収集・直接搬入
ごみ計（ｔ）

集団回収量（ｔ）

ごみ総排出量（ｔ）

一人一日当たり
ごみ排出量（ｇ）

リサイクル率（％）

 

 

 

図４－１ 目標達成後の一人一日当たりごみ排出量の見込み 
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２．ごみの排出抑制を推進する施策 

 １）町民・事業者・町の役割 

  ごみの排出抑制のためには、町民・事業者・町がそれぞれの立場でごみを発生さ

せないことを心がける必要があります。そのためには、それぞれの役割を明確にし

なければなりません。以下に、それぞれが取り組むべき内容を示します。 

 ①町民の役割 

＜使い捨て型のライフスタイルの見直し＞ 

 ・買い物には買い物かごやマイバッグを持参 

 ・包装は簡易なものを選び、過剰包装を断る 

 ・詰め替え可能な品物、長期間使える品物を選ぶ 

 ・使い捨て品の使用を抑制 

 ・環境に配慮している店（エコショップ）の利用 

＜リユース、リサイクルの推進＞ 

 ・子ども会やＰＴＡ等の活動としての資源集団回収への参加 

 ・フリーマーケット等の利用、開催 

＜生ごみの減量＞ 

 ・必要な食材を必要な量だけ買う、必要な量だけ料理を作る 

 ・買った食材は使い切る 

 ・生ごみ処理容器を利用した堆肥化、堆肥の利用 

 ②事業者の役割 

＜ビジネススタイルの見直しによる発生抑制＞ 

 ・用紙類の再利用、両面使用の推進 

 ・再生品、詰め替え可能品、再利用できる製品の使用 

 ・通い箱の使用、量り売りの利用推進など、ごみになるものを使わない工夫 

 ・長く使える製品の製造、販売 

 ・製造、加工、販売等に際し、適正な処理が困難にならないような製品、容器等

を使用 

 ・エコショップ認定制度への参加など、消費者の消費行動の支援 

＜リユース（再使用）、リサイクル活動の支援＞ 

 ・店舗等での資源回収の拡大 

＜排出ルール遵守徹底＞ 

 ・事業活動にともなって発生する廃棄物は、事業者自らの責任で自ら処理 
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 ・処理を委託する場合は、正規の許可事業者に委託 

 ・事業系廃棄物を生活系廃棄物に混ぜて出さない 

 ③町の役割 

＜住民への啓発活動の実施＞ 

・廃棄物処理に関する施設の見学会の開催（岩手中部クリーンセンターなど） 

・各地区公衆衛生組合と連携し、ごみの排出量や処理経費、施設の現状などの情

報提供を行う 

・ごみの出し方に関するパンフレット、ポスター等を定期的に配布 

＜住民主体のリサイクル活動の支援＞ 

 ・集団資源回収の奨励金のほか、回収業者の確保や情報提供を行い住民主体のリ

サイクルを推進する 

 ＜生ごみ減量化に向けた取り組み＞ 

 ・生ごみ排出前のひとしぼりによる水分減量、懇親会の開始３０分と終了前１０

分は料理を食べる時間にする「３０１０運動」の啓発 

 ＜事業者への啓発＞ 

・事業系ごみの処理は排出者責任であることの周知徹底 

・資源回収事業者等の紹介や情報提供 

・ごみの減量とリサイクルに取り組む事業所等の推奨、取り組み啓発 

＜リサイクル製品の使用促進＞ 

 ・事務用品、コピー用紙、トイレットペーパー等の再生品使用を推進 

 ・再生資源利用認定品の利用促進 

 ・裏面印刷の再使用や会議資料の両面印刷の徹底、再生紙の利用促進 

 ２）経済的手法導入の検討 

分別収集の徹底、ごみ減量化の推進施策として、家庭ごみの有料化のあり方につ

いての検討を行います。岩手中部クリーンセンターへの直接搬入分は、広域行政組

合の構成市町全てで有料化されていますが、通常の排出・収集における有料化につ

いても、構成市町間で意見交換を行いながら検討を進めます。 

 

３．ごみのリサイクルを推進する施策 

 １）資源循環型社会の確立に向けて 

 ①分別の精度向上 

  町ではこれまでの分別講習会などでキーワード「混ぜればごみ、分ければ資源」
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をとなえ、分別排出の徹底を呼びかけてきました。今後も、排出段階での分別を周

知徹底し、精度の向上を図ることが効率的で質の高い資源の循環利用につながると

考え、燃えるごみに含まれる紙類やプラスチック容器包装、ペットボトル、燃えな

いごみに含まれる缶やびん等、再資源化可能な物の分別の徹底を図ります。 

 ②住民、事業者への意識啓発 

ごみの排出源である住民や事業者に対し、ごみの正しい出し方のルールとマナー

周知を図るため、毎年度「西和賀町ごみ収集カレンダー」を全戸配布します。また

「西和賀町ごみ百科」の内容の精査を行い、状況に応じて改訂版を発行します。 

また、住民、事業者、町が協働でごみ処理に取り組む体制づくりを進めるため、

本計画の内容を町ホームページに掲載し、今後の町のごみ処理の目標や方向性につ

いて、周知を図ります。 

 ③広報紙、ホームページによる情報発信 

  町のホームページでは、ごみの正しい分け方・出し方、収集日程（ごみ百科・ご

み収集カレンダー電子版）の情報を掲載しています。また「マイバッグ運動」や「３

０１０運動」を推進し、ごみ減量につながる情報を提供していきます。 

 ④分別品目拡大の検討 

  現在は分別収集品目としていない「布類」、使用済小型電子機器等の再資源化の

促進に関する法律に規定される「使用済み小型家電製品」、またスマートフォンを

はじめとするモバイル製品に使用されるリチウムイオン電池など危険を伴う廃棄

物の、排出方法や収集体制、再資源化の方法等を含めて検討していきます。 

 

 ２）意識啓発と活動の支援 

 ①住民、事業者への活動支援 

  ごみの減量活動をはじめとした環境衛生活動に取り組む西和賀町公衆衛生組合

連合会と連携し、ごみの減量化に関する資材の購入あっせんの継続を検討するとと

もに、資源回収団体奨励金制度などを広く住民・事業者に周知し、普及を促します。 

 ②環境学習の推進 

  ごみに関する情報提供や意識啓発は若い世代から始めることが有効とされてい

ることから、町の未来を担う子どもを対象とした、ごみ減量に関する勉強会を開催

します。また、西和賀町まちづくり出前講座事業とも連携し、行政区や老人クラブ、

婦人団体等の各種団体、事業所などあらゆる機会をとらえ、ごみ減量に向けた講座

を継続します。 
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  さらに、平成２７年に整備された岩手中部クリーンセンターの施設見学など、実

際の処理現場に接することでごみに関する理解が深まる機会を積極的に提供して

いきます。 

 ③協働による推進 

  ごみの再資源化や再生品の利用などに関する情報提供や、各地域で取り組んでい

るごみの減量化、再資源化の活動の支援を行いながら、住民、事業者、町の協働で

リサイクルの推進、資源循環型社会確立を図っていきます。 

  特にも、実際に住民主体の活動を展開している西和賀町公衆衛生組合連合会との

連携を密にし、ごみの減量や再資源化に関する活動を支援していくほか、不法投棄

の防止等の取り組みを継続していきます。 

＜西和賀町公衆衛生組合連合会の概要＞ 

発足 平成１９年５月２１日 

（湯田町公衆衛生組合連合会・沢内村公衆衛生組合連合会を統合） 

組合数 ２９組合 

（全行政区で設置） 

目的 地区住民自らの公衆衛生事業を基盤とした地区保健衛生活動を通じ

て、生活環境の健全化を促進し、健康で住みよい町づくりに資する 

（西和賀町公衆衛生組合連合会規約より抜粋） 

事業内容 ・地域のごみ収集所の清潔保持 ・環境学習会（分別講習会） 

・不法投棄パトロール ・地域のクリーン活動 ・各種啓発事業 

 

４．ごみの適正処理を推進する施策 

 １）分別収集の推進 

  家庭や事業所から排出されるごみの資源化を進めるため、排出段階で再生利用に

配慮した区分で分別収集を行います。 

 ①分別して収集するものとしたごみの種類及び分別の区分 

本町における令和５年度のごみ分別収集は、表４－２に示すとおり、「燃えるご

み」「燃えないごみ」「びん(透明・茶色・その他)」「缶」「ペットボトル」「プ

ラスチック容器包装類」「紙類(新聞・雑誌・段ボール・紙パック)」「粗大ごみ」

となっています。 

また、町で引き取りを行わない「収集できないごみ」は、表４－３に示すとおり、

テレビ・冷蔵庫及び冷凍庫・洗濯機及び衣類乾燥機・エアコンの家電４品目及びメ

ーカー製家庭用パソコン、産業廃棄物のほか、適正処理困難物として、農薬・農薬

の容器・農機具・農業資材、自動車・タイヤ・自動車部品、石油・機械油・ペンキ

類、ガスボンベ、消火器、スプリング入りマットレス、水銀体温計・血圧計、充電
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式電池、火災廃材を指定しています。適正処理困難物は、種類に応じて販売店への

返却や適正処理業者の紹介等の対処を行います。なお、これらは状況の変化に即し

て見直しを行います。 

表４－２ 町で分別収集するもの 

○生ごみ、紙くず、紙おむつ、生理用品、アルミコート紙パック、汚れの落ちにくいプラスチック容器放

送類、洋服類、着物、座布団・こたつ掛け・ハンカチ・ぬいぐるみ等布類、帽子・靴下・下着等衣類、か

ばん・靴等革製品類、ゴム長靴・ゴム手袋等ゴム類、バケツ・プランター・カセットテープ・ＣＤ等プラ

スチック類　など

○アルミホイル類、電球・鏡・ガラス類、茶わん等陶器類、化粧品びん、油びん等資源にできないガラス

びん類、カッターナイフ・包丁・鍋・やかん等金属類　など

○飲み物の缶、缶詰の缶、菓子缶、のりの缶　など

○プラスチック製容器包装マークのあるもの（レジ袋、菓子類・インスタント食品・冷凍食品等の袋、

ラップ、生鮮食品等のトレー、卵・豆腐等のパック、カップめん・プリン等のカップ、コンビニ弁当等の

容器、たれ・つゆ等のプラスチック製ボトル、洗剤・シャンプー等のプラスチック製ボトル、チューブ等
に使われたプラスチック製キャップ、発泡スチロール　など

新聞紙類 ○新聞紙、折り込み広告

雑誌類
○週刊誌、月刊誌、包装紙、コピー用紙、ノート類、はがき、封筒、パンフレット、ティッシュペーパー

の箱、菓子箱、カレンダー　など

段ボール類 ○各種段ボール箱

紙パック ○牛乳パック等、内側が白いものに限る

○飲料・しょうゆを入れたもの
○ペットボトルのリサイクルマークのついているもの

無色（透明）○インスタントコーヒーびん、透明な一升びん、牛乳びん、カップ入り日本酒のびん　など

茶色 ○ビールびん、栄養ドリンクのびん　など

その他の色 ○透明びん・茶色びん以外の色のびん

○木製の机・いす、木製の家具、布団、ござ、カーペット　など
○家庭用電気製品（テレビ・冷蔵庫及び電気冷凍庫・洗濯機・エアコン及びパソコンを除く）、ガスコン

ロ、ストーブ、スチール製の机・いす、自転車、三輪車、スノーダンプ、脚立　など

粗大ごみ

燃えるごみ

燃えないごみ

資

 

源

 
ご

 
み

缶

プラスチック

容器包装類

紙

ペットボトル

びん

 

 

表４－３ 町で収集しないもの 

建築廃材、コンクリート、石材、産業用機械、農業用廃プラスチック類、事業系ごみ

処理が困難なもの

農薬・農薬の容器・農機具・農業資材、自動車・タイヤ・自動車部品、石油・機械油・

ペンキ類、ガスボンベ、消火器、スプリング入りマットレス、水銀体温計・血圧計、充

電式電池、火災廃材　など

特別管理一般廃棄物
ＰＣＢ使用製品、ごみ焼却施設から生じるばいじん、感染性一般廃棄物、在宅医療廃棄

物

洗濯機・乾燥機、冷蔵庫・電気冷凍庫、テレビ、エアコン

メーカー製家庭用パソコン、ディスプレイ類資源有効利用促進法の対象パソコン

家電リサイクル法の対象物

産業廃棄物等

処理困難物
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 ②特別管理一般廃棄物 

  特別管理一般廃棄物とは、廃棄物処理法に規定されている「ＰＣＢを使用した部

品」「ばいじん」「感染性一般廃棄物」を指します。 

  感染性一般廃棄物は、収集・運搬の際に必ず焼却、溶融、滅菌、消毒といった中

間処理を行い、密閉できるなどの諸条件を備えた容器に収納して感染性を消失させ

ることが義務付けられています。また、医療機関は自らの責務において適正に処理

することとされ、特別管理産業廃棄物処理業者に処理を委託しなければなりません。 

  町では原則として、在宅医療にともなって発生する、感染性廃棄物に相当する可

能性のある廃棄物は、医療機関や薬局等において回収あるいは引き取りにより適正

処理するものとしています。住民の高齢化が進み、これらの廃棄物は量の増大とと

もに種類の多様化も想定されることから、医療機関等との情報交換を密にし、状況

の把握と安全な処理体制について検討していきます。 

 

 ２）適正処理計画 

 ①収集・運搬の目標 

  従来の収集・運搬体制を基本として、一般廃棄物の滞留を発生させないとともに、

住民サービスの更なる向上、労働環境の向上、地域環境・生活衛生の保全を図るこ

とを目標とします。 

 ②収集・運搬の区域 

  従来どおり、町の行政区域全域を計画収集区域とします。 

 ③収集・運搬の形態 

  現行の収集体制を基本としながら、資源ごみの一時貯留場所の整備や管理等を行

い、効率的な収集形態を検討していきます。 

 ④収集・運搬の方法 

 従来どおり生活系一般廃棄物の収集・運搬業務の委託と、許可業者による事業系

一般廃棄物の収集・運搬を行う方式を継続し、燃えるごみ、燃えないごみ、資源ご

み、粗大ごみの区分で、それぞれ別に定める日程により収集します。 

  ごみ処理の広域化による施設の集約化や、社会情勢の変化等で新たに分別収集が

必要となった場合は、状況に応じ随時追加や統合を検討していくこととします。 

  収集・運搬の状況を表４－４に示します。 
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表４－４ 収集・運搬の状況 

収集・運搬の方法 委託・許可業者による収集、直接搬入 

収集所の範囲・数 町内全域・約２２６箇所 （1 箇所当たりの世帯数 １０．２世帯） 

収 集 の 回 数 

・可燃ごみ：週 2 回      ・不燃ごみ：月１回 

・資源ごみ：品目ごとに月１回以上 

・粗大ごみ：（可燃性）可燃ごみと同時 

（不燃性）不燃ごみと同時（冬季間は収集しない） 

 

３）中間処理計画 

 ①中間処理の目標 

  本町での可燃ごみの焼却は、岩手中部クリーンセンターで広域処理を行っている

現状であり、また、不燃・粗大ごみの中間処理については沢内清掃センターに設置

する破砕機による破砕処理のみであることから、岩手中部広域行政組合による広域

化計画と調整を図り、減量化・資源化の効率がよく安定した処理体制を確立するこ

とを目標とします。 

 ②中間処理の方法 

  本町から排出されるごみの中間処理は、可燃ごみの焼却については引き続き岩手

中部クリーンセンターでの広域処理を行います。 

  不燃ごみについては、資源化可能なものについては岩手中部広域行政組合で検討

しているリサイクルプラザ（新設）での処理を含め、適正な処理を行います。 

  資源ごみとして分別収集しているものは、プラスチック容器包装類、ペットボト

ル、ガラスびんについては容器包装リサイクル協会ルートによる再商品化を、缶、

紙類は自主ルートでの再資源化を継続していきます。 

  家電リサイクル法対象機器及びＰＣリサイクル対象機器については、販売店・メ

ーカーによる直接引取に加え、指定引取場所への直接搬入、許可業者による収集・

運搬といった現状の方法を継続することとします。 

 ③種別ごとの中間処理 

ごみの種別ごとの中間処理は、以下の方法で行うこととします。 

○燃えるごみ、可燃性残さ 

 燃えるごみ及び粗大ごみの可燃性破砕残さは、岩手中部広域行政組合の岩手中

部クリーンセンターで処理します。処理した残さ（主灰、飛灰）は、リサイクル

可能なものはリサイクル業者に引き渡し、リサイクルできない部分は民間の最終

処分場に埋立てします。 
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○燃えないごみ、不燃性残さ 

 燃えないごみ及び粗大ごみの不燃性破砕残さは、民間最終処分場委託し埋立て

します。 

 再資源化できる金属類はストックヤードに保管後、再商品化事業者に引き渡し、

資源化を行います。 

○資源ごみ 

 分別収集した資源ごみのうち、プラスチック製容器包装類、缶類、ペットボト

ルは再商品化事業者に運搬して引き渡し、資源化を行います。 

 紙類、びん類はストックヤードに保管後、再商品化事業者に引き渡し、資源化

を行います。 

 

４）最終処分計画 

 ①最終処分の目標 

  本町が所有している西和賀町一般廃棄物最終処分場は、遮水設備及び浸出水処理

施設を有する管理型最終処分場で、安全に利用していましたが、埋立の残余容量が

少ないことから、災害廃棄物等の緊急発生物の埋め立て以外は、民間最終処分場を

利用しています。 

  なお、岩手中部広域行政組合では、将来最終処分場を新設することとしており、

新施設の供用開始までは民間最終処分場での処理を継続します。 

 ②最終処分の方法 

  一般廃棄物の最終処分は、収集した不燃ごみ・粗大ごみのうち焼却や再資源化が

できないもの、岩手中部クリーンセンターで発生する焼却残さを見込み、適正に埋

立て処理をしていきます。 

 なお、前述のとおり、岩手中部広域行政組合で検討している新施設の供用開始ま

で、民間の最終処分場で処理することとします。 

  最終処分場の状況を表４－５に示します。 

表４－５ 西和賀町一般廃棄物最終処分場の状況（令和４年度実態） 

埋立容量 埋立量 残余容量 浸出水処理 供用開始年月 

9,000 

   ㎥ 

8,526 

   ㎥ 

474 

   ㎥ 

有り 

（遮水工＋回転円盤） 
平成９年４月 
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 ５）災害廃棄物対策 

  非常災害により発生する廃棄物は、住民の健康や生活環境に重大な被害を生じさ

せるものを含むおそれがあることから、適正な処理の確保が必要となります。 

大規模な災害時には、大量のがれき、粗大ごみ等が発生し、通常時のごみ処理量

を大きく超えることが予想され、ライフライン施設の被害や道路交通の遮断などに

より、ごみ収集効率の低下も予想されます。 

  本町では、「西和賀町地域防災計画」に基づき、災害廃棄物を迅速かつ安全に処

理するため、平常時から関係団体や他市町村との相互の支援体制が円滑となるよう、

一般廃棄物にかかる防災体制の整備を行うため、防災担当課と連携して災害廃棄物

処理計画を策定するものとします。 

 

 ６）不法投棄防止対策 

  不法投棄防止対策については、西和賀町公衆衛生組合連合会、県南広域振興局花

巻保健福祉環境センター、警察等の関係機関との連携など既存体制を活用した、定

期的なパトロールの実施により監視を継続し、不法投棄の未然防止や早期発見に努

めます。特に不法投棄が多発する場所には、不法投棄防止看板を設置するとともに

監視カメラを設置するなど、防止に努めます。 

  不法投棄防止に関する啓発活動として、地域のクリーン活動や不法投棄防止活動

などを広報紙や町ホームページに掲載し、住民や事業者へ呼びかけ、意識啓発を図

ります。また、不法投棄防止パトロール強化の検討や、地域・団体・ボランティア

などによる取り組みの啓発も図りながら、住民、事業者、町が協働で不法投棄防止

に取り組む体制の整備と、不法投棄を許さない環境の整備に努めます。 


